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※本冊子は令和７年２月
　情報を元に作成しています。  
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　平成24年７月９日から、入管法上の在留資格をもって本邦に中長期間在留する外国人を対象として法務
大臣が在留管理に必要な情報を継続的に把握するための在留管理制度が施行されています。
　具体的には、わが国に中長期間にわたり適法に在留する外国人の方に、これまでの外国人登録証明書に
代わる「在留カード」が交付されています。
　なお、特別永住者の方については、在留管理制度の対象とはなりませんが、外国人登録法が廃止された
こと及び外国人登録証明書がその法的地位等を証明するものであったこと等から、「特別永住者証明書」
が交付されています。（上記「5　特別永住者について」を参照してください。）

※　在留管理制度の対象となる中長期在留者とは、入管法上の在留資格をもって本邦に在留する外国人
　　で、具体的には次の①～⑥のいずれにもあてはまらない人です。
①　「３月」以下の在留期間が決定された人
②　「短期滞在」の在留資格が決定された人
③　「外交」又は「公用」の在留資格が決定された人
④　これらの外国人に準ずるものとして法務省令で定める人（具体的には、台湾日本関係協会の本邦の
　　事務所若しくは駐日パレスチナ総代表部の職員又はその家族の方）
⑤　特別永住者
⑥　在留資格を有しない人

◎　氏名についてはローマ字での記入及びフリガナの記入をお願いします。

◎　独立行政法人、国立大学法人、公社等についても届出が必要となります。

　　（なお、国、地方公共団体については、上記①及び②　に準じた通知が必要となります。）

◎　雇用期間中に氏名の変更、他事業所への転勤、帰化された場合等は、その旨についてハローワークに

　　届出をお願いします。（詳細については、最寄りのハローワークにお問い合わせください。）

※　事業主以外の方（社会保険労務士を除く）が様式第３号により届出を行うときは、外国人雇用状況

　　届出代理人選任（解任）届の提出が必要となります。
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（本邦大学等卒業者）

本部（技能実習部審査課）





様式第3号(第10条関係)(表面) 

雇 入 れ 

職離

に係る外国人雇用状況届出書 

 フリガナ(カタカナ) チヨダ       ジェニファー     ヨウコ

①外国人の氏名 

(ローマ字) CHIYODA  JENNIFER  YOKO

②①の者の在留資格 留学
③①の者の在留期間 

(期限) 
(西暦) 

○○○○年○○月○○日 

まで  

④①の者の生年月日 

(西暦) 
1989年  1 月 25 日 ⑤①の者の性別 1 男 ・ 2女 

⑥①の者の国籍・地域 米国
⑦①の者の資格外

活動許可の有無 1 有 ・ 2無 

⑧①の者の

在留カードの番号 

(在留カードの右上に記載され

ている12桁の英数字) 

Ａ Ｂ １ ２ ３ ４ ５ ６ ７ ８ Ｃ Ｄ 

雇入れ年月日 

(西暦) 

年 月   日  

年   月   日  

年   月   日  

離職年月日 

(西暦) 

○○○○年 ○○月 ○○日  

年   月   日  

年   月   日  

 労働施策の総合的な推進並びに労働者の雇用の安定及び職業生活の充実等に関する法律施行規則第10条第4項

の規定により上記のとおり届けます。 

○○年 ○○月 ○○日  

事業主  

事業所の名称、

所在地、電話番号等 

雇入れ又は離職に係る事業所 雇用保険適用事業所番号 

― ― 

(名称) 株式会社 労働局 大阪営業所

①の者が主として左記以外
の事業所で就労する場合 

(所在地)大阪市○○○○1-2-34
    TEL 06-○○○○-○○○○ 

主たる事務所 

(名称) 株式会社 労働局

(所在地)大阪市○○○○1-3-8
TEL 06-○○○○-○○○○

氏名 代表取締役 労働 大助

社会保険

労 務 士

記 載 欄 

作成年月日・提出代行者・事務代理者の表示 氏名 
○○○

公共職業安定所長 殿  

○

様式第3号(第10条関係)(表面) 

雇 入 れ 

職離

に係る外国人雇用状況届出書 

 フリガナ(カタカナ) チヨダ       ジェニファー     ヨウコ

①外国人の氏名 

(ローマ字) CHIYODA  JENNIFER  YOKO

②①の者の在留資格 留学
③①の者の在留期間 

(期限) 
(西暦) 

○○○○年○○月○○日 

まで  

④①の者の生年月日 

(西暦) 
1989年  1 月 25 日 ⑤①の者の性別 1 男 ・ 2女 

⑥①の者の国籍・地域 米国
⑦①の者の資格外

活動許可の有無 
1 有 ・ 2無 

⑧①の者の

在留カードの番号 

(在留カードの右上に記載され

ている12桁の英数字) 

Ａ Ｂ １ ２ ３ ４ ５ ６ ７ ８ Ｃ Ｄ 

雇入れ年月日 

(西暦) 

○○○○年 ○○月 ○○日  

年   月   日  

年   月   日  

離職年月日 

(西暦) 

年   月   日   

年   月   日   

年   月   日   

 労働施策の総合的な推進並びに労働者の雇用の安定及び職業生活の充実等に関する法律施行規則第10条第4項

の規定により上記のとおり届けます。 

○○年 ○○月 ○○日   

事業主  

事業所の名称、

所在地、電話番号等 

雇入れ又は離職に係る事業所 雇用保険適用事業所番号 

― ― 

(名称) 株式会社 労働局 大阪営業所

①の者が主として左記以外
の事業所で就労する場合 

(所在地)大阪市○○○○1-2-34
    TEL 06-○○○○-○○○○ 

主たる事務所 

(名称) 株式会社 労働局

(所在地)大阪市○○○○1-3-8
TEL 06-○○○○-○○○○

氏名 代表取締役 労働 大助

社会保険

労 務 士

記 載 欄 

作成年月日・提出代行者・事務代理者の表示 氏名 
○○○

公共職業安定所長 殿   

○

○

外国人雇用状況届出書【記入例２：雇用保険の被保険者ではない外国人労働者の場合】

〈雇入れ時の届出記載例〉 〈離職時の届出記載例〉

★ 厚生労働省のホームページからダウンロードすることも可能です。（外国人雇用状況届出書様式第3号で検索してください。）

在留カードに表記され
ている通りに記入して
ください。

在留資格「特定活動」・
「特定技能１号（又は２
号）」の方を雇い入れる
場合、指定書の確認を
行ってください。

外国人が就労する事業所
(支店、店舗、工場など)
を記入してください。

雇入れ又は離職に係る
事業所が支店、店舗、
工場などである場合には、
本社や雇用保険適用事業
所を記入してください。


